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浜の活力再生広域プランの取組状況と
地域間連携の実質

〔要　　　旨〕

水産庁は漁村振興策として「浜の活力再生広域プラン」（広域浜プラン）を実施している。
広域浜プランでは，複数の漁協が連携して地域全体に共通の課題を析出し，それに対して協
力体制を構築して取り組むこととされている。また，取組みを通じて 5年間で 1漁業経営体
当たりの生産額を10％以上向上させることが目標となっている。
広域浜プランの策定は，補助事業「水産業競争力強化緊急事業」の採択要件となっている

が，この事業は，TPP対策の名目で登場したものである。広域浜プランの性格としては，漁
協系統が自主的に取り組んできた構造改革をTPP対策関連施策を活用して推進し，漁業の競
争力強化を図るものであるという点が指摘できる。
多くの広域浜プランでは，この漁業の競争力強化を果たすために，漁港周辺機能（産地市

場や製氷・貯氷施設等）の再編，販売力の強化（広域ブランド化等）といった課題に取り組むと
記載されている。特に前者に関しては，従来主に漁協合併を起点になされてきたのとは異な
り，漁協合併を必ずしも前提とはしない形での推進が企図されており，この点は広域浜プラ
ン固有の特徴と見ることができる。
実際のプラン着手事例を観察すると，プラン以前から取組みの実態ないし問題意識があっ

たものに関しては相応の進捗が見られるようである。また，事情の異なる複数の漁協にまた
がるプランを取りまとめ，実際に着手していくためには，連携の結節点としての行政（都道
府県）の役割が必要不可欠であると考えられる。

研究員　亀岡鉱平

目　次
はじめに
1　浜の活力再生広域プランの概要
（1）　 基本的な内容，政策実施の背景，

浜プランとの関係
（2）　広域浜プランにかかる諸事業の内容
2　 プランに基づく取組内容とこれまでの
成果

（1）　広域浜プランの策定状況
（2）　プランに基づく取組内容

（3） これまでの実績
3　政策としての広域浜プランの含意
4　事例の検討
（1）  製氷事業の広域再編
―茨城県北部―

（2）  新造冷凍関連施設を拠点とした出荷調整
機能の向上，統一ブランド化
―新潟県越後―

おわりに

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・8
35 - 477

最終の５年目を迎えることから，次年度以

降の２期目の浜プランのあり方について検

討が進んでいる状況にある
（注2）
。一方後者に関

しては，多くの地区において16年度以降の

開始ということもあり，取組みの実態が徐々

に見えてきたというのが現状である。

個別の浜プランに関しては，昨年の本誌

５月号において取組みの実態を詳報し，課

題提示を行った
（注3）
。本稿では，広域浜プラン

について，その政策内容の整理を行ったう

えで，具体的な着手状況を含んだ報告を行

うこととする。

なお，漁業者への直接的な支援策である

「浜の担い手漁船リース緊急事業」（漁船リ

ース事業）に関しては基本的に扱わず，事

例分析では広域浜プラン特有の課題である

漁協間，浜間の連携のあり方に焦点を当て

たい。それは既往の漁協研究との接合を念

頭に置くためである。これまで，漁協をめ

ぐる論点は，主に①組織論（組合自体と組合

員との関係をめぐる議論），②運動論（協同組

合としての漁協の社会的主体性如何を問う議

論），③事業論といった形で整理されてき

た
（注4）
。そして，これらいずれにも関連するも

のとして，漁協合併という論点が存在して

いる。後に確認するように，広域浜プラン

では，統廃合・再編を通じた漁港周辺施設

（産地市場等）にかかる漁協の事業の継続性

確保が中心的課題となっていると言えるが，

これは従来の漁協合併に期待されてきた課

題の一つでもあった。また，この課題は，

生産人口の減少等の進展によって，単純な

効率化・スリム化といった目的以上の，地

はじめに

水産政策の基本的方向を示す最新の「水

産基本計画」（2017年４月）に目を通すと，

「水産に関し総合的かつ計画的に講ずべき

施策」の一番目に挙げられているのが，「浜

の活力再生プラン」（浜プラン）であること

に気が付く。また，規制改革推進会議等の

場で全国漁業協同組合連合会（全漁連）が

行う情勢報告でも，浜プランは漁協系統に

よる現在進行形の意欲的な活動として積極

的に取り上げられている。これらの点から

は，現行施策における浜プランの位置づけ

の高さがうかがわれる。

改めて浜プランとは何かを確認しておく

と，一言で言うなら，人口減少や少子高齢

化等による地方の活力低下への対応策とし

て提起された地方創生施策の漁業版である。

浜プランでは，浜ごとの特色を生かしたう

えで，５年間で10％以上の漁業所得向上を

目指すとされている。具体的な内容は地域

ごとに実に多様であり，例えば，加工品の

開発，ブランド化，新規就漁対策，販路拡

大といった取組みが盛り込まれている。ま

た，17年度には，新規性や所得向上の実績

のある事例の周知を目的として，浜プラン

の優良事例の選定も行われた。

ところで，浜プランには，主に単協を基

礎として策定される個別の浜プランのほか

に，複数の漁協をまたいで策定される「浜

の活力再生広域
4 4

プラン」（広域浜プラン）が

ある
（注1）
。前者に関しては，今年度（18年度）で
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1　浜の活力再生広域プラン
　　の概要　　　　　　　　

（1）　基本的な内容，政策実施の背景，

浜プランとの関係

まずは広域浜プランの目的や基本的な内

容を確認する。根拠となっている依命通知
（注6）

は，広域浜プランの趣旨を「水産業の競争
4 4 4 4 4 4

力強化
4 4 4

を図るとともに活力ある漁村地域を

維持・発展させるため，（中略）水産業の体
4 4 4 4 4

質強化
4 4 4

を図る必要がある。このため，広域
4 4

な漁村地域が連携
4 4 4 4 4 4 4 4

し，生産の効率化や販売
4 4 4 4 4 4 4 4 4

力の強化
4 4 4 4

，地域の漁業を維持・発展させて

いくための中核的担い手の育成，漁船漁業

の構造改革等に取り組む」ことと説明して

いる（中略，傍点は筆者）。個別の浜プラン

が，単協を基本的な範囲として個々の漁業

者の所得向上を通じた漁村活性化を企図し

ていたのとは異なり，広域浜プランでは，

個々の漁業者の取組みを領域的に超えた連

携，あるいはその前提となる状況づくりを

通じた中核的な担い手の育成に主眼が置か

れており，個別の浜プランと広域浜プラン

は補完し合う関係に立つものと想定されて

いる。この点は，広域浜プランの下で行わ

れる具体的な取組内容が，「生産の効率化や

販売力の強化」すなわち市場等の統廃合や

広域統一ブランド化といったものであるこ

とからも了解できる。なお，広域浜プラン

策定を事業の採択要件とする「水産業競争

力強化緊急事業」の事業目標は，「平成32年

までに１経営体当たりの生産額
4 4 4

を10％以上

域産業基盤そのものの持続性の確保という

より緊要な課題を負う論点として，その重

要性が著しく増大している現状がある。し

たがって，従来のしばしば立法的基礎を伴

って行われた漁協合併政策とは少々異なる

広域浜プランという新規の施策によって，

漁協間・浜間の連携という課題は現時点で

いかに対処されようとしているのか，とい

う論点も念頭に置くこととする
（注5）
。

（注 1） 厳密には，沿岸漁業を対象とした「浜の活
力再生広域プラン」と沖合・遠洋漁業を対象と
した「漁船漁業構造改革広域プラン」の総称が
「広域浜プラン」である（後掲注 6の依命通知参
照）。したがって，「浜の活力再生広域プラン」
と「広域浜プラン」は別概念のものとして峻別
されるべきだが，①本稿は専ら沿岸漁業を取り
上げること，②沿岸漁業関係者の間では，両者
の区別は特にされずに「広域浜プラン」の語が
流通していることの 2つの理由から，本稿では
専ら沿岸漁業のプランを指して「広域浜プラン」
の語を使用する。

（注 2） 次期プランでは異業種連携が新しいポイン
トになると考えられる（亀岡（2018b）参照）。

（注 3） 亀岡（2017a）参照。
（注 4） 漁業経済学会編（2005）113頁以下参照。
（注 5） この点は，その都度の政治的帰結として単
純に総括されるべきではなく，協同組合という
下からの自治性が重要視され，それを担保する
法が存在している社会的実在に対して，上から
の管理を志向する法が介在することで，協同組
合の自治性を自ら変質させる可能性をもたらし
たものと捉えるべきだろう。このように法を媒
介とした自律と他律の関係を具体的に捉えるこ
とによってこそ，わが国の漁協の現代的特質が
理解できるように思われるし，協同組合法制を
対象とした法社会学研究の一つのアプローチと
なるようにも思われる。なぜなら，この論点は，
地域的団体としての存続が諸経済事業によらね
ばならないという現実問題を漁協特有の仕方で
示すものだからである。なおこの論点に関して
は，本稿の範囲を超えるため将来的課題とした
い。
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が自主的に取り組んできた構造改革を，「総

合的なTPP等関連政策大綱
（注7）
」に基づく施策

を活用して推進していくものだということ

である。水産分野におけるTPP関連施策と

しては，「水産業競争力強化緊急事業」と

「水産物輸出拡大緊急対策事業」の２つが

あり，うち前者は広域浜プランの策定を事

業の採択要件としている（第１表）。このよ

うに，TPP関連施策すなわちTPPに伴う環

境変化に照応した事業と明確に関連してい

るという点が広域浜プランの施策としての

特徴である
（注8）
。

先行する個別の浜プランの事例では，所

得向上を目的とするなかで，ブランド化や

販路拡大といった競争力強化に資する取組

みを手段に位置づけるものが現実には複数

見られた。とはいえ，個別の浜プランは

TPP対策として開始されたものではなく，

施設再編のようなコスト削減を主眼とした

向上」とされており（傍点は筆者），一方で

個別の浜プランの目標は所得額
4 4 4

の10％以上

向上とされていた。個別の浜プラン開始当

初は，広域浜プランの実施は予定されてい

なかった。しかし，広域浜プランの実施に

当たって，広域浜プランによる連携を通じ

て生産基盤を効率化し，個別の浜プランに

よって経営体の所得を底上げするという両

者の補完関係が構築された。

また，広域浜プランの主体となるのは，

「広域水産業再生委員会」であり，主に単協

と地元自治体からなる個別の浜プランの

「水産業再生委員会」が複数集合し，さらに

都道府県が加わるという形で構成されてい

る場合が多い。

広域浜プランの説く競争力強化ないし体

質強化が何を意味するものなのか把握する

必要があるが，まず確認しなければならな

いのは，現在の広域浜プランは，漁協系統

「総合的なTPP等関連政策大綱」に基づく施策

広域浜プランの策定を事業の採択要件とする事業

事業名
（総称） 水産業競争力強化緊急事業 水産物輸出拡大緊急対策事業

（一部公共）

政策目標 20年までに1経営体当たりの生産額を10％以上向上 水産物の輸出金額を19年までに
3,500億円に拡大

事業名
（個別）

広域浜プラン緊急対策事業

水産業競争力強化
緊急施設整備事業

競争力強化型機器
等導入緊急対策事
業（●）

水産業競争力強化
漁船導入緊急支援
事業（●） 水産業競争力強化

金融支援事業
（●を対象とする）

水産物輸出促進
緊急基盤等整備
事業

水産物輸出促進
緊急推進事業広域浜プ

ラン実証
調査

養殖用生
餌供給安
定対策支
援

クロマグ
ロ混獲回
避活動支
援

浜の担い
手漁船リ
ース緊急
事業

漁船漁業
構造改革
緊急事業

水産物輸
出促進緊
急基盤整
備事業

水産物輸
出拡大施
設整備事
業

対象
沿岸・
沖合・
遠洋

沿岸 沿岸
（定置網） 沿岸 沿岸・沖合・遠洋 沿岸 沖合・

遠洋 沿岸・沖合・遠洋 漁港機能 水産加工業者

支援対象
となる
内容，支援
の目的

・  収入向上・コスト削減の実証
的取組み（養殖用生餌の安定
供給，機能再編等）
・  定置網の安定的な操業に
必要なクロマグロの混獲回
避活動

・ 競争力強化のた
めに必要となる
施設の整備
・  産地市場の統廃
合等を推進する
ために必要な施
設の整備
・  旧施設の撤去

・  生産性の向上，省
力・省コスト化に
資する漁業用機
器等の導入

・  中核的漁業者に
よる中古漁船ま
たは新造漁船の
円滑な導入

・ （●の付された事業
により）漁業者等
が借り入れる資
金につき，実質無
利子や無担保・無
保証人等での融
資

・ 共同利用施設等
の衛生管理機能
の強化

・ ＨＡＣＣＰ基準へ
の対応のための
水産加工施設の
改修等

資料 　筆者作成

第1表　広域浜プランにかかる具体的事業群とTPP等関連政策大綱との関係
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設，製氷貯氷施設等の機能再編・強化，共同出

荷，販売事業の統合等）に必要な経費に対す

る支援を主な内容とする。以上は「広域浜

プラン緊急対策事業」のなかでも主に「広

域浜プラン実証調査」の内容であり，ほか

にも「養殖用生餌供給安定対策支援」「クロ

マグロ混獲回避活動支援」といったトピッ

ク別の支援も含む。

第二は，「水産業競争力強化緊急施設整備

事業」である。関係する通知は，その目的

を「競争力強化のための施設整備，産地市

場の統廃合を推進するための施設整備等を

行う
（注11）
」ことであると明言している。このと

おり，産地市場の統廃合の推進を明確な目

的としており，本体施設工事費，施設撤去

費等が助成対象となる。

第三は，「競争力強化型機器等導入緊急対

策事業」であり，船内外機，自動イカ釣り

機，定置網用魚探といった漁業生産関連の

機器の導入に対する支援を通じて，「コスト

競争に耐えうる操業体制を確立する
（注12）
」こと

を目的とした事業である。

第四は，「水産業競争力強化漁船導入緊急

支援事業」であり，漁船リース事業と一般

に呼ばれているものである。水産業競争力

強化漁船導入緊急支援事業は，正式には

「浜の担い手漁船リース緊急事業」と「漁船

漁業構造改革緊急事業」の２つからなるも

のであり，前者が主に沿岸漁業向け，後者

が主に沖合・遠洋漁業向けの漁船導入支援

策である。両事業の大まかな内容は，中核

的漁業者の収益向上に必要となる漁船（中

古・新船）を基金管理団体からの助成金を

ものでもなかった。また，個別の浜プラン

開始時には，時間差で広域浜プランが開始

されることは予定されてはいなかった。TPP

対策という政策環境の下に，先行する既存

の浜プランとの現場レベルでの使い分けの

問題
（注9）
，浜をまたぐことに伴う複雑さといっ

た事情が折り重なることによって，広域浜

プランはプラン数においては個別の浜プラ

ンより少ないものの，むしろ浜プランより

も全体像がつかみ難いものとなっている。
（注 6） 「広域浜プランの策定及び関連施策の連携に
ついて」（平成28年 1月20日付け27水港第2627号
農林水産事務次官依命通知）。なお同通知は現在
までに数回の改正を経ている。

（注 7） 「総合的なTPP関連政策大綱」（15年11月25

日決定）が17年11月24日に改訂されたもの。
（注 8） 「浜の活力再生広域プラン12」日刊水産経済
新聞（16年 6月30日付）参照。

（注 9） 個別の浜プランを複数の漁協で策定したプ
ランのなかには，広域浜プランの対象地域も個
別の浜プランと重なり，その結果， 2つのプラ
ンの内容に重複が見られるものもある。

（2）　広域浜プランにかかる諸事業の内容

広域浜プランの実質的な内容と言える水

産業競争力強化緊急事業は，その目的を，

「（広域浜プランを）策定し，当該プランに基

づく浜の機能再編や市場・水産関連施設の

集約化，漁船の更新・改修等を進めること

により，水産業の競争力強化を図ること」

と明示している
（注10）
。この水産業競争力強化緊

急事業は，さらに５つの事業に細分化され

る（前掲第１表）。

第一は，「広域浜プラン緊急対策事業」で

あり，広域浜プランの策定支援，収入向上

やコスト削減に向けた具体的取組み（例え

ば，産地市場，荷捌所，加工場，冷蔵冷凍施
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かる予算額が大きいことがわかる。また，

競争力強化型機器等導入緊急対策事業，水

産業競争力強化漁船導入緊急支援事業に関

しては，これらの予算額がそのまま融資枠

となっている。予算を見てわかるように，

広域浜プランは，漁港周辺機能の再編（主

に広域浜プラン緊急対策事業および水産業競

争力強化緊急施設整備事業による）と漁船リ

ースに比重を置くものであることがわかる。
（注10） 「水産関係民間団体事業実施要領の運用につ
いて」（平成22年 3月26日21水港第2597号水産庁
長官通知〔最終改正平成28年10月11日28水港第
2194号〕） 1頁。

（注11） 注10同13頁。
（注12） 注10同22頁。

2　プランに基づく取組内容と
　　これまでの成果　　　　　

（1）　広域浜プランの策定状況

現在，広域浜プランは，146プラン策定さ

れている（第１図）。策定予定地区数が164と

活用してリース事業者（漁業団体）が取得

し，漁業者に対して貸し付けるというもの

である。①漁船取得・改修費に関しては補

助率２分の１以内と手厚いこと，②中核的

漁業者に対象を限定した施策であること等

が特徴である。特に後者に関しては，選別

政策的な面があり，農業における認定農業

者制度との類似性が想起される。

第五は，「水産業競争力強化金融支援事

業」であり，本事業によって，競争力強化

型機器等導入緊急対策事業，水産業競争力

強化漁船導入緊急支援事業の２つにより機

器導入や漁船取得を行う漁業者が借り入れ

る資金については，実質無利子や無担保無

保証人での融資が可能となる。

第２表に，各事業の15～17年度の補正予

算額，補助率等を示した。水産関係の補正

予算に占める水産業競争力強化緊急事業の

割合の大きさ，そのなかでも金額的には水

産業競争力強化漁船導入緊急支援事業にか

事業名
（総称） 事業名（個別）

水産庁補正予算額
補助率

15年度 16 17

「TPP等
関連政策
大綱」に
基づく施
策

水産業競争
力強化緊急
事業

広域浜プラン緊急対策事業

22,500
（44.4）

4,498

25,500
（45.4）

416

23,000
（41.4）

485 定額，1/2
水産業競争力強化緊急施設整備事業 6,170 6,100 3,187 1/2以内等
競争力強化型機器等導入緊急対策事
業 4,000 4,000 4,000 定額，1/2

水産業競争力強化漁船導入緊急支援
事業 7,000 14,250 14,500 定額，1/2

水産業競争力強化金融支援事業 733 636 730 定額，1/2
水産物輸出
拡大緊急対
策事業
（一部公共）

水産物輸出促進緊急基盤等整備事業
5,500
（10.8）

3,000
9,500
（16.9）

7,500
7,100
（12.8）

6,100 1/2等
（国費率）

水産物輸出促進緊急推進事業 2,500 2,000 1,000 1/2以内

＊水産関係補正予算総額 50,700
（100.0）

56,200
（100.0）

55,500
（100.0）

資料 　筆者作成
（注）1  　各年補正予算額に併記された（　）内の数値は，水産庁補正予算額全体に占める比率。

2  　「広域浜プラン緊急対策事業」のうち，「広域浜プラン実証調査」にかかる補助は，上限1プラン200万円／年（最長3年）。

第2表　広域浜プラン関連施策の位置づけと内容
（単位　百万円，％）
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されていることから，現時点において，国内

の沿岸を相当に網羅していることがわかる
（注13）
。

各都道府県の広域浜プラン数は，北海道

や長崎県のように海岸線が長く漁業の性質

が大きく異なる地域を複数含む県域を除け

ば，１都道府県当たり１～３つ程度策定さ

れている場合が多い。なお各都道府県にお

いていくつの広域浜プランを作るかには基

準やルールがあるわけではなく，あくまで

各県それぞれが抽出した課題に応じて決定

されたものである。

策定の仕方としては，北部／南部のよう

に地域で区分してプランが策定されるのが

大半だが，①宮城県のように漁業の種類別

（漁船漁業，養殖業・採介漁業，底びき網漁業

の３種）で策定する，②地域別と併せて特

定の漁業について取り上げたプランを並置

する（例えば福井県は地域別２つとサケ・マ

スで計３つのプランを策定），といった編成

を採った県域もいくつかある。また，静岡

県では，形式的には単協一つで広域浜プラ

ンを策定しているものが見られる（静岡県

榛南地区広域，同浜名地区広域）。これらの地

区では，単協単位で個別の浜プランも策定

されている。

最後に誰が広域浜プランを執筆したかで

あるが，筆者が聞き及んでいる範囲では，

漁協系統職員よりも，県担当者が執筆した

ものが多いようである。複数漁協をまたぐ

という性質上，漁協からの課題提示を受け

たうえで，県が取りまとめるという方式が

合理的だと現場では受け止められたためと

考えられる。
（注13） ただし，予定地区数分のプランを策定済み

第1図　「浜の活力再生広域プラン」（広域浜プラン）全国の取組状況
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北海道

青森

秋田 岩手

宮城

福島新潟

群馬

岐阜
滋賀京都兵庫

鳥取

岡山広島

島根
山口

愛媛熊本
香川
徳島

高知
鹿児島

和歌山

栃木 茨城

千葉東京
埼玉

神奈川

長野

静岡愛知

富山

福井

山形

山
梨

石
川

三
重

奈
良大

分

福
岡

沖
縄

佐
賀長

崎

宮
崎

大
阪

3/3
1/1

3/3
1/1 2/2

1/1
1/1

6/6

25/25

8/9

3/3

2/2

4/4

2/2

4/5

7/9

1/1
1/１

3/3

2/3

2/2
1/1

3/3

2/3
11/12

6/6
2/3

2/2

10/10

2/8

／
／

／／／／
／

広域浜プラン策定予定地区数：164地区
広域浜プラン策定済み地区数：146地区

黒字：プラン策定予定地区数
緑字：プラン策定済み地区数

（H30. 5. 25時点）
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士・富士宮における休漁期を利用したワカメ

養殖），磯焼け対策・藻場造成（例：青森県

下北北通り），潜水漁業につき地元での潜水

士育成を通じた労賃の抑制（例：岩手県九

戸）といったものも見られる。

②漁港周辺機能に関する取組みとしては，

既述のとおり，産地市場を中心に，荷捌所，

加工場，冷蔵冷凍施設，製氷貯氷施設とい

った漁港周辺施設の再編（統廃合，新設また

は存置整備）に多くの広域浜プランが何ら

かの形で言及している。これらは基本的に

は，漁協の中核的事業である販売事業の体

質強化，漁協が営む諸事業のなかでも赤字

傾向が明白な製氷貯氷事業の経営状況改善

のために，管理コストの削減を期待して立

案されたものと考えられる。漁協の組織特

性に照らした「競争力強化」の具体化，特

に広域的な複数漁協を含む面的課題として

は，この漁港周辺機能の再編が最も中心的

なものであり，広域浜プラン固有の部分で

あると言える。この点は，水産業競争力強

化緊急事業の事業目的として既に確認した

の県域であっても，その県内の全沿岸漁協が広
域浜プランに参画しているとは限らない。

（2）　プランに基づく取組内容

次に，広域浜プランに基づいて実際にど

のようなことが行われようとしているのか

概観する。第３表は，現在策定されている

広域浜プランに見られる主な取組内容をま

とめたものであり，内容を大きく①生産，

②漁港周辺機能（流通含む），③販売促進，

④その他の４つに分けた。

より具体的な取組内容を見ていくと，ま

ず①生産については，資源に関する取組み

の件数が多く目に付く。これらは既存の放

流事業や定着している資源管理活動につき

引き続き実施するというものが大半であり，

個別の浜プランにおいても同様であったが，

広域浜プランについても，プラン以前と比

べた実質的な変化はあまりないと考えてよ

いように思われる。もっとも，ふ化場の新

設・統廃合といった再編を予定しているも

のも見られる。ほかには，新規養殖の着手

（例：福井県におけるサーモン養殖，静岡県富

①生産 ②漁港周辺機能 ③販売促進 ④その他

主な内容

○資源
・ ふ化場，放流事業，種苗生
産の強化
・ 資源増殖・管理，藻場造成
○漁業経営・生産活動
・ 新規養殖
・ 協業化
・ 操業形態の再編，複合経
営化
○漁場利用
・ 漁場情報の共有化による
効率化（漁船漁業）
・ 養殖生産規模の広域調
整，漁場利用の再編（養殖） 

○ハード
・ 産地市場，荷捌所，加工場，
冷蔵冷凍施設，製氷貯氷
施設等の統廃合または新
設／存置整備
・ 高度衛生管理対応のため
の施設整備
○ソフト
・ 漁獲物の集約拠点化
・ 遠隔入札システムの導入
・ 取引方法の変更

・ ブランド化
・ 付加価値付与とそのPR
（神経締め等） 
・ 地域団体商標登録
・ 情報発信の強化
・ 未利用魚利用，活魚出荷
の増加
・ 輸出

・ 漁協合併
・ 事業事務統合
・ 労働力の他組織との相互
融通
・ 部会活動の活性化

資料 　筆者作成

第3表　広域浜プランに基づく主な取組内容
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（3）　これまでの実績

広域浜プランの目標達成状況，すなわち

生産額の向上はどうなっているか。16年度

の実績としては，水産庁の調査に対して回

答のあった98地区中59地区（60％）におい

て，１経営体当たりの生産額が向上した（水

産庁資料）。

この点に関しては，①近時の魚価の全般

的な上昇傾向も作用していると考えられる

こと，②16年度は大半の広域浜プランにと

って初年度であったこと等も加味するべき

であり，広域浜プラン自体の固有の成果を

数値で捉えるには，今しばらく時間が必要

であろう。むしろ当座のところは，本稿後

段あるいは既発の拙稿
（注15）
のように，個別事例

の内容把握を進めることが適切であると考

えられる。
（注15） 『農中総研　調査と情報』（web誌）におけ
る一連の広域浜プランの事例紹介レポート（亀
岡（2017b，2017c，2018a））を参照。

3　政策としての広域浜プラン
　　の含意　　　　　　　　　

さて，漁協を取り巻く政策環境を顧みる

なら，漁港周辺機能の再編というテーマは，

今般の広域浜プランをもって初めて登場し

たものとは言い難い。これまで断続的に幾

度かのステージを経験してきた漁協合併は
（注16）
，

管理費の圧縮や信用事業の再編とともに，

このテーマへの対処を念頭に推進されてき

たものだった。また，漁協合併とともに，

産地市場の統合を推進する動きもこれまで

に見られてきた
（注17）
。しかし，漁港周辺機能の

とおりである。ハードインフラ以外に言及

するものとしては，遠隔入札システムの導

入（例：宮城県養殖業・採介漁業），取引方法

の変更（例：大阪泉州）といった流通の方法

に向けられた取組みが若干見られる。

③販売促進に関しては，何らかの形で魚

価向上や販路拡大を志向しているものが大

半を占めている。その具体的手段は，前掲

第３表のとおりである。これらは個別の浜

プランでも多くの場合採用されており，現

在では水産物消費拡大対策の定番となって

いるものがほとんどである。広域浜プラン

固有の傾向としては，個々の取組パターン

のうち，着手可能なものについては複数取

り組むとしているプランが多いことが挙げ

られるかもしれない。また，販売促進に関

する取組みも，生産に関する取組みと同様

に，元々の取組実態ないし素地があったも

のについて，広域浜プランという政策機会

に直面したことで，単協で個別ばらばらに

行われていた取組みが一つに取りまとめら

れたと見るのが適切なように思われる。

最後に④その他としては，組織に関する

ものが見られた。例えば，漁協合併に直接

言及している（例：和歌山県和海地区），あ

るいは女性部活動の活性化を目指す（例：

岩手県岩泉町・田野畑村広域）プランも見ら

れるところである。また，水産庁の資料等

でしばしば取組み例として紹介された漁港

内の静穏域での蓄養を取り上げているプラ

ンはごく数例しか見られない
（注14）
。

（注14） 非拠点とされた漁港の新しい活用方法とし
て考案されたものと考えられる。
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ら，新施設にまず着手し，その稼働によっ

て魚価向上，コストダウン等のポジティブ

な実績が現れ，漁協組合員にとって納得の

いくものとなることで，改めて統廃合の議

論が進むと期待されている場合がしばしば

ある模様である
（注20）
。

第２図は，沿岸漁協数，単協開設の産地

市場数および当期損失あり漁協の割合につ

き，漁協合併政策の展開以後の推移を見た

ものである。50年間で漁協数は３分の１に，

産地市場数は２分の１ほどに減少したが，

90年代後半以後両者の減少ペースの差は開

いており，産地市場の統廃合のペースは漁

協合併より鈍くなった。さらに，直近の08

年以後の動向として，①補助施策との関係

もあるが，漁協合併のペースも鈍化してお

り，②他方で，当期損失あり組合の割合は

30％付近で推移したままとなっている。こ

れらの点からは，漁協経営の改善のために，

仮に漁協合併が実現しなくとも市場統廃合

を推進する必要性が高まっていることが読

統廃合は，非拠点化対象の地区からの強い

反対にあうため，熟議が果たされず，その

結果実現されないことも多かった。「33道府

県において産地市場再編整備計画等が策定

されたものの，統合実践はこれまで10カ所

余りにとどまっており，JFの販売活動支援

の中心として強く展望されてきたJF市場統

合政策は十分な成果を生んでいるとはいえ

ない
（注18）
」などと評価されてきたところである。

また，比較的近時の分析においても，「水産

物の産地市場の減少はそれほど顕著ではな

いが，それは水産物の産地市場が廃止や統

合を必要としていないからではなく，厳し

い条件にあるにもかかわらず統合や廃止に

踏み切りにくい状況があるためである
（注19）
」な

どと指摘されている。その「状況」の一つ

として，漁協合併が市場統合の前提条件と

なっていたために，市場統合以外の諸事情

によって漁協合併が実現されず，結果的に

市場統合も阻害されたという事情も少なか

らず作用しているだろう。

この状況は，大半の漁協が漁港周辺機能

の再編を課題として挙げている現在の広域

浜プランにおいても大きく変わるものでは

ない。その点も反映して，漁港周辺機能の

再編と言っても，広域浜プランにおいて述

べられているものとしては，統廃合だけで

はなく，廃止を伴わない新設／存置整備も

多い（ただし，プランを読むだけでは両者を

明確に峻別できない事例も多い）。もっとも，

新設となっている案件において，統廃合が

全く想定されていないということではなく，

廃止ありきでは合意形成がしづらいことか

3,000
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1,000

500

0

（漁協または市場） （%）

資料 農林水産省「水産業協同組合統計表」「漁業センサス」

第2図　漁協数・単協開設産地市場数と
漁協の経営動向の推移

40

35

30

25

20

15

10

5

0
63年 68 130803989388837873

沿海地区出資漁協数

単協開設の産地市場数

当期損失あり組合数の
割合（右目盛）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・8
44 - 486

設，冷凍冷蔵庫に焦点が当てられた２つの

事例に即して検討する。

（1）　製氷事業の広域再編

―茨城県北部―

ａ　茨城県北部沿岸漁業の概況

茨城県北部広域浜プランの実施主体とな

るのは，北は北茨城市から南はひたちなか

市までに所在する７漁協である
（注22）
。この地域

の沿岸漁業は，シラス船びき網と小型底び

き網を中心としている。シラス船びき網に

関しては，これにほぼ特化している経営体

と漁具を使い分けほかの漁法も兼ねる経営

体とがある。前者のほうが割合として多く

なる傾向が見られるが，後者のほうが経営

的には安定していると言われている。小型

底びき網に関しては，雇用労働力の確保が

共通の課題となっている。これらの漁船漁

業経営体を中心に，沖合底びき網や大中型

まき網を含めた計385の経営体が広域浜プ

ランに参加している。
（注22） 本項は，亀岡（2017b）に加筆修正したもの。

ｂ　製氷事業再編の経緯と実際の取組内容

茨城県北部広域浜プランの内容の中心は，

製氷事業の再編である。これまでの状況と

広域浜プランに基づく再編後の変化を対比

したのが第３図である。広域浜プラン以前

は，７漁協のうち５漁協が製氷事業を行っ

ており，このうち久慈浜丸小漁協（以下「丸

小漁協」という）は，近隣の川尻漁協と久慈

町漁協に角氷を年8,000本ほど販売していた。

しかし，東日本大震災後の需要減少，老朽

み取れるように思われる
（注21）
。

これまでは，漁港周辺施設の再編は，漁

協合併と一体的なものと考えられていた。

一方で，現在の広域浜プランは，必ずしも

合併を前提としない形で再編を目指してお

り，従来と異なる姿勢が感じられるところ

である。漁協合併のペース鈍化のなかで，

漁協間の連携をもって施設再編を円滑化す

るツールとして広域浜プランを捉えるとい

うのも，見方の一つと言える。
（注16） 立法の展開のみ確認すると，漁業協同組合
整備促進法（1960年〔72年廃止〕），漁業協同組
合合併助成法（67年），漁業協同組合合併促進法
（漁業協同組合合併助成法が98年に題名改正され
たもの，現行法）といった変遷をたどってきた。

（注17） 全漁連「産地市場統合ビジョン」（2000年），
水産庁「水産物産地市場の統合及び経営合理化
に関する方針」（2001年）等。

（注18） 廣吉（2006）10頁。
（注19） 加藤・東村（2009）142頁。
（注20） 石川県広域浜プランにおける製氷施設の扱
いはこれに近い（亀岡（2018a）参照）。

（注21） しかし，市場統合による効果を実質化する
ためには，①産地仲買人側の販売力の問題も大
きいこと，②規格統一や集荷といった部分で生
じる新たなコストに対処する必要があること等
が指摘されており，市場統合それ自体をもって
漁協経営改善が即座に果たされるものではない
と言える（王・馬場（2017）114頁参照）。

4　事例の検討

前節の最後において，広域浜プランの特

徴として，漁協間の連携をもって施設再編

を円滑化する手法である点を指摘した。さ

て，現場において，「連携」はどのようなも

のとして現実化しており，「連携」の実践は

どのようなものとなっているだろうか。こ

の点につき，産地市場ではないが，製氷施
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化，旧式設備ゆえに人件費を削減しづらい

こと等から製氷事業の赤字が常態化してい

た。一方で，自管内消費分の製氷を行って

いた平潟漁協も同様の課題に直面していた

が，余剰生産能力を活用し隣接県の他産業

への氷販売等を試みていた
（注23）
。また，製氷は

自営でという組合員の意向もあり，製氷施

設の改修が検討されてもいた。

そのような状況のなかで，組合役員同士

の人的関係を直接のきっかけに，広域浜プ

ランに基づく製氷事業の広域的再編として，

①丸小漁協の製氷事業の廃止と平潟漁協へ

の製氷事業の集約，②平潟漁協から丸小漁

協への角氷の供給，③丸小漁協の貯氷庫の

改修と給氷への特化，④丸小漁協を中継地

とした川尻・久慈町両漁協への角氷供給網

の構築，という内容が漁連と県等からなる

事務局の手によって取りまとめられた。事

務局は，取りまとめに当たって，新体制下

での各組合事業の採算性について試算を重

ね，各漁協間の調整役を担った。なお，新

たな角氷供給網の構築に当たっては，平潟

漁協のみでは供給が不足する場合のバック

アップ拠点として大津漁協が位置づけられ，

また，製氷事業を維持する磯崎漁協と那珂

湊漁協は，自営生産のみでの不足時には丸

小漁協からの角氷提供を新たに受けること

になった。

広域浜プランが正式に策定されたのは16

年８月だが，実際の取組みは先駆けて16年

５月から開始された。午前中に１日１回，

シラス漁のピーク時は数回，丸小漁協の職

員が４トントラックで平潟漁協に角氷を受

け取りにやって来る。茨城県唯一の漁協自

営定置のある久慈町漁協会瀬支所に対して

のみ，人手の関係から平潟漁協から角氷を

直接運搬している。プラン以前は丸小漁協

から角氷を購入していた川尻・久慈町の両

漁協にとっては，プラン後，角氷１本につ

き300～400円程度単価が上昇したことにな

るが，平潟漁協の製氷施設改修に伴う効率

化により今後単価低減を図っていくことと

されている。
（注23） いわき地区の試験操業実施漁業者から，新
たに平潟漁協に氷の注文が寄せられるという現
象も見られた。

ｃ　新しい角氷供給体制は継続的か

現在のところ，広域浜プランに基づく製

氷施設の広域的再編は当初の枠組みどおり

機能しているように思われる。しかし，平

潟漁協および県担当者へのヒアリングから，

課題があることも明らかになった。

最大の課題は，新体制の継続性の問題で

ある。広域浜プランによって製氷の拠点が

第3図　茨城県北部広域浜プランに基づく製氷事業
の再編

ア：不採算事業の廃止
・製氷事業の廃止
・給氷事業に特化

イ：製氷機能の集約
・角氷の増産
・製氷施設の改修

出典　「茨城県北部浜の活力再生広域プラン」3頁の図に一部加筆
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丸小漁協から平潟漁協へ移行したことにな

るが，平潟漁協は県最北に位置する漁協で

ある一方で，丸小漁協は県北部のほぼ中間

地点であり，さらに計３つの漁協を有する

日立市に位置している。この製氷拠点の遠

方化や単価の上昇ゆえに，継続性を不安視

する意見が一部に出ている。そのため，現

在，丸小漁協が一手に引き受けている氷の

運搬や，バックアップとして位置づけられ

ている大津漁協からの供給等について，効

率性や経費面を考慮した体制の見直しが生

じる可能性がある。

ｄ　漁協間をとりもつ調整役の重要性

広域浜プランでは，漁協横断的な取組み

が求められることから，漁協の間をとりも

つ調整役の役割が大きなものとなる。茨城

県北部の場合，その役割を担ったのは漁連

と県等からなる事務局であった。上記のよ

うに，製氷事業の事情が異なる複数の漁協

について意見集約しつつ一つの広域的なプ

ランとして取りまとめるというのは，労力

を伴うものであることが推察される。今後，

製氷・角氷供給体制に新たな変動が生じた

場合にも，調整役としての事務局の機能が

求められることになるだろう。

（2）　新造冷凍関連施設を拠点とした出荷

調整機能の向上，統一ブランド化

―新潟県越後―

ａ　地域の概況

新潟越後広域浜プランは，新潟県の佐渡

市以外ほぼ全ての地域を対象とした広域浜

プランである。広域水産業再生委員会は，

個別の浜プランの主体となっていた８つの

水産業再生委員会と県，県漁連とからな

る。新潟県の地理を思い浮かべればわかる

とおり，海岸線が長く，営まれている漁業

種類は，底びき網，吾
ご

智
ち

網
あみ

，定置網，刺網，

かご，はえ縄，釣りと多様であり，魚種も

同様に多様である。広域浜プランに関与す

る漁業者数は合計で1,448人であり，これは

対象地域内の漁業の正准組合員数の３分の

２程度の数である。全国の漁協と同様に，

プランに参加する漁協の多くは，組合員の

高齢化による廃業，後継者不足といった課

題を抱えており，それに伴う漁協経営の厳

しさに直面している。

新潟県では，「にいがた未来創造プラン」

において，漁業生産額を90.6億円（13～15年

度平均）から100億円（2024年度目標）へと

増加させることが計画されている。この目

標を達成するためには，年74人の後継者確

保が必要との計算があり，後継者確保の基

礎となる所得向上への要望と期待は大きい

ものがある。新潟越後広域浜プランは，以

上のような問題意識を背景に立案された。

ｂ　取組みの内容

― 急速冷凍関連施設の新造と広域

ブランド化―

新潟越後広域浜プランの基本的な内容は，

①急速冷凍関連施設を新造することで広域

的な出荷調整と加工品開発の体制を整備し

たこと，②規格統一による広域的なブラン

ド化に着手したことの２点である。
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まず①前者についてであるが，新潟県で

は，大量漁獲による値崩れへの対応が長年

の課題とされてきた。あわせて，ある地区

での大量漁獲に伴う価格変動が近隣他地区

に直接作用し，不意に悪影響を及ぼす事態

もまま見られた。その解決のために，単協

レベルでの加工事業等を超えた対応が求め

られるに至った。また，規格外やロット不

足への対処も課題となっており，このよう

ないわゆる未利用魚対策が必要とされる状

況が存在していた。

そこで，広域での活用を念頭に置いた急

速冷凍庫（18年１月稼働）および冷凍倉庫

（16年11月稼働）を集積・貯蔵拠点として整

備することとなった。施設の主な性能は，

急速冷凍庫は処理能力20トン／日，凍結時

間16時間であり，冷凍倉庫は収容能力3,200

トンである。また，これらの施設が整備さ

れたのは下越地方（新潟市）に位置する新

潟漁協石山支所である。

運用の方向性として，まずは大量漁獲に

より安価で取引されてしまう水産物を新施

設で貯蔵することで，これまで各浜で生じ

ていた単価下落を生じにくくし，供給調整

することが目指されている。また，ロット

が集まらないため加工原料としての安定性

を欠き，未利用化していた水産物に関して

も，新施設への集積を通じて原料調達を円

滑化し対処することが併せて企図されるに

至った。いくつかの組合において既存の加

工事業が低調であったことも，こういった

方向での動きに期待を高める一因となった

ところである。

県内の未利用魚を具体的に挙げると，ⓐ

認知度が低く，魚価が低いため出荷にかか

るコストが課題だったカナガシラ，ⓑ漁獲

量が安定せず，ロットがまとまりづらいマ

アジ（特に小アジ），ⓒごく短期間に水揚げ

が集中した場合のマダイといった魚種があ

る。各魚種への対処として，新施設を通じ

た資材コスト削減と漁協による一定以上の

価格での直接買取り（カナガシラ），広域連

携を通じた新施設への集積・貯蔵（マアジ，

マダイ）が行われることとなった。

後者の②広域統一ブランド化に関しては，

対象となるのは専らズワイガニである。ほ

かの北陸諸県と同様に，新潟県もズワイガ

ニの産地ではあるものの，産地としての認

知度が低く，単価面でも差をつけられてい

る実態があることから
（注24）
，新潟県でも広域浜

プランを機に選別基準の設定を行い，ブラ

ンド化（「越後本ズワイ」）に着手することに

なった（基準は第４表参照）。
（注24） 新潟県水産海洋研究所利用加工課の調査に
よると，富山県から島根県までの 7府県のズワ
イガニの平均単価（雌雄不分別，10～14年平均）
が2,429円／kgなのに対して，新潟県では1,067
円／kgであったという。

ｃ　実際と成果

以上のような新潟越後の広域浜プランの

選別基準
・オス800g以上
・新潟県内の漁港（佐渡市以外）で水揚げされたもの
・堅ガニ（身がぎっしり詰まっていること）
・脚がそろっていて色つやが良いもの
・泥を吐かせたもの
・出荷時に生きているもの
資料 　新潟越後広域水産業再生委員会作成資料

第4表　「越後本ズワイ」の選別基準
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取組みは，複数の浜の連携という点ではど

のような実態を伴っているのだろうか。冷

凍施設に関しては，急速冷凍庫が18年から

の稼働ということもあり，電気代や水道代

といった経費の低下以外については，デー

タを伴った実績は現時点では明らかではな

い。したがって，広域浜プランにつき中心

的な役割を担っている広域合併漁協である

新潟漁協と県へのヒアリングに基づいて検

討する。

（a）　未利用魚の活用

まず未利用魚の活用について見ていくと，

カナガシラに関しては，次のような新施設

の機能を基礎とした対応が講じられること

となった。具体的には，新しい出荷の仕組

みが構築された。以前は，小サイズのカナ

ガシラに関して，出荷者（漁業者）が負担す

る箱代や氷代を考慮すると，300～400円／

１箱（３kg）を下回ってしまうなら市場出

荷するのは割に合わないと考えられていた。

このような状況への対応として，新潟漁協

では，新施設の整備後は，凍結用のパン缶

（魚をブロック状に凍結するための金属製の箱）

を漁協で用意し，100円／kgで直接買い取る

活動を開始した
（注25）
。この場合，凍結パンを用

いて新施設で急速凍結にかけるため，従来

必要だった箱や氷といった資材代を漁業者

が負担する必要がなくなる。漁業者は，市況

を見て従来式で出荷するか新しい仕組みを

利用するか選択できるようになっており，

新方式は低価格時の下支え策として構想さ

れたものである。また，学校給食での利用

が重要な販路となっているが，その維持拡

大に向けて，漁獲情報の共有化や加工品ニ

ーズの需要情報の共有化も進められている。

アジに関しては，従来廃棄扱いとなって

いた30g程度の小サイズのものが佐渡，粟

島浦，新潟市等でまとまった量漁獲された

際に急速冷凍し，県内の水族館へペンギン

等の餌用として提供されるようになった。

新潟市内の水族館に対してはこれまで地元

産の餌は納入されていなかったが，今年新

装された上越市内の水族館向けと併せて，

今年から地元産の餌が提供されることとな

った。

現在は，冷凍倉庫を利用する加工業者と

協力しながら，魚種ごとに冷凍した場合の

品質を見極めるための試験等を行っており，

施設を最大限活用するための努力が重ねら

れている。例えば，ノロゲンゲは上越地域

では消費ニーズがあるが新潟市ではニーズ

がないため，これまで新潟漁協管内での水

揚げは盛んではなかった。しかし，広域連

携体制の下で上越地域を含むようになった

ことで，消費拡大の可能性が生まれたため，

凍結実験の対象とする動きが生じつつある。

このような動きは，広域連携ゆえに生じた

ものと言えるだろう。
（注25） 新潟県では，条例により卸売市場での卸売
業者の自己買付けが禁止されているため（新潟
県卸売市場条例第16条），相対での購入となる。

（b）　ズワイガニの広域ブランド化

②ズワイガニの広域ブランド化に関して

は，17年から出荷が開始されている。しか

し，地域ごとの事情の違いをどのように融
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和していくかが今年度以降の課題となって

いる。例えば，漁獲量の多い地区では，量

に比例して選別の負担が大きくなるため，

サイズ基準ぎりぎりの個体を厳密に計量し

て選別するのは現実的とは言えなかった。

そのため，初年度である昨年度は，取り決

めのサイズよりも一回り大きいサイズを目

安とすることで，選別の手間を回避すると

いう運用が一部でなされた。これは該当す

る生産者に対して不利な状況をもたらすも

のであり，不公平にならない運用の工夫が

求められている。また，価格面では，17年

において，県全体のズワイガニ平均単価が

2,000円／kg前後だったのに対して，「越後

本ズワイ」は8,000円／kgだった。もっと

も，量は全体の２％程度にすぎない。「越後

本ズワイ」そのものの高単価で利益をあげ

るというより，「越後本ズワイ」をPRする

ことによって県産ズワイガニ全体のブラン

ドイメージが向上し，単価が底上げされる

のが待たれるところである。

また，本稿で取り上げたテーマとは直接

関係ないが，新潟越後の広域浜プランでは，

広域水産業再生委員会名で県内各地の漁業

関係観光イベント情報や直売所情報等を網

羅したパンフレットを作成しており，これ

も広域連携の貴重な成果である。

ｄ　今後の課題

今後の課題としては，まず，漁獲量の不

安定さへの対応が挙げられる。この主要な

要因は日本海側特有の冬期風浪の影響によ

り出漁日数が限られてしまうことであるが，

冷凍施設の稼働を軌道に乗せながら，今後

は在庫を確保することで組合の加工事業の

底上げを図るとともに，大手水産加工業者

等の員外者の施設利用を拡大させていくこ

とが今後の基本方針となると考えられる。

また，新潟県下の場合，いくつかの漁協

は加工事業に既に着手していたが，単協レ

ベルでの未利用魚利用事業化の難しさ等か

ら，漁協のなかには，未利用魚利用から高

付加価値路線へと加工事業の方針をシフト

させた漁協もあり
（注26）
，個々の事業について実

質的なレベルで深く連携するのは困難な面

もある。地域差を織り込みつつ，インフラ

施設を基軸として漁業特有の短期的な事情

変化への対応力をどのように発揮していく

か，平時からの漁協間の連携が求められる

ところであろう。
（注26） 亀岡（2018c）参照。

おわりに

広域浜プランの下で行われている内容は，

浜プランで取り上げられた内容と似ている

部分も目立つが，①TPPをきっかけとした

競争力強化・効率化のための施策であるこ

と，②浜プランとは異なり漁協・浜横断的

な取組みであること等を反映して，施設の

再編が中心的な内容として取り上げられて

いる。これは漁協系統が従来自主的に取り

組もうとしてきた課題でもあった。しかし，

プラン履行の途上である現時点では施設再

編が達成された事例は必ずしも多くないよ

うである。それに対して本稿では，小範囲
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ながら施設再編を既に達成した事例や，施

設の新造・更新によって広域的連携体制を

構築した事例を取り上げた。

事例を振り返ると，広域浜プランが漁協

間の連携を支援する機能を果たしているこ

とが観察される。また，その前提として，

プラン以前から行われていた既存の取組実

態ないし問題意識が明確に存在していたこ

とに加えて，行政の支援，課題解決の強い

必要性，といった要素が重要であったこと

がわかる。特に，広域での連携を実質化す

るためには，結節点としての行政（都道府

県）の役割は，不可欠なもののように思わ

れる。

最後に，今後の運用上の課題として２点

ほど指摘する。

①資材・漁獲物物流のオペレーションや

ブランドの統一化にかかる連携は，実際に

着手してみて浮き彫りになる課題も多いた

め，成果が即座に出ずとも取組みの継続が

肝要であり，行政も交えた円滑な広域水産

業再生委員会運営が引き続き求められる。

②現状では，政策着手の経緯も手伝って，

後発である広域浜プランと先行する浜プラ

ンとの連動は必ずしも明確でない場合が多

い。次期浜プラン策定に当たっては，広域

浜プランの内容を念頭に置いた内容調整を

行うと，より成果が相乗的に発揮されるよ

うになると考えられる。

漁協系統には，以上のような課題を踏ま

えつつ，その都度の政策状況に適応し，自

らの課題を解決する戦略の構築が引き続き

求められていると言える。

一方で，６月に，水産庁「水産政策の改

革について」を受けて，「農林水産業・地域

の活力創造プラン」が改訂され，「産地市場

の統合など，販売力の強化を進める上で必

要な場合には，漁協の広域合併を促進する」

との方針が改めて示された。これは規制改

革の動向を受けて提示された方針であり，

浜プラン・広域浜プランとは出自がまた異

なるものである。こういった変化を受け，

広域浜プランに基づく蓄積は，やはり漁協

合併という形に収れんするのか，またそう

ではない連携の形があり得るのか，さらに

それらは結局のところ政策への適応という

形で表出するものなのか否か，今後の動向

が注目されるところである。
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